
（注1）福岡県の均等割については、平成26年度から令和5年度まで「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施
する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律」を踏まえ、標準税率1,000円を
1,500円とし、これに森林環境税（県税）500円が上乗せされています（市町村民税の均等割についても、同法律を
踏まえ、標準税率3,000円の場合、3,500円となっております）。なお、令和6年度からは、森林環境税（国税）（年額
1,000円）を県民税及び市町村民税の均等割と併せて納めることとなっています。

（注2）平成29年度税制改正により、指定都市（北九州市、福岡市）に住所を有する方の平成30年度分以降の個人住民税所
得割の税率が次のとおり変更されています。県民税4% 、市民税6% ⇒県民税2% 、市民税8%
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●非課税となるとき

所得割も均等割も
課税されない人

生活保護法の規定による生活扶助を受けている人（分離課税対象の退職所得があっても住民税は非課税）

前年中の合計所得金額（※1）が135万円以下で次に掲げる人・障がい者・未成年者・寡婦又はひとり親

前年中の合計所得金額が次の算式で求めた額以下の人
・控除対象配偶者及び扶養親族がいない人　　35万円（注）+10万円
・控除対象配偶者または扶養親族がいる人
　35万円（注）×家族数（本人 + 控除対象配偶者 + 扶養親族数）+21万円（注）+10万円

（注）住所地である市町村の生活保護基準における級地が1級地である場合

所得割が課税され
ない人

前年中の総所得金額等（※2）の合計額が次の算式で求めた額以下の人
・控除対象配偶者及び扶養親族がいない人　35万円 +10万円
・控除対象配偶者または扶養親族がいる人　35万円×家族数（本人 + 控除対象配偶者 + 扶養親族数）+32万円 +10万円

※給与等の収入金額が850万円を超え、次の（1）～（4）の要件
を満たす場合は、次の所得金額調整控除を給与所得の金額
から差し引く。

　（1）特別障がい者に該当する
　（2）22歳以下の扶養親族を有する
　（3）特別障がい者である同一生計配偶者を有する
　（4）特別障がい者である扶養親族を有する
所得金額調整控除＝（給与等の収入金額－850万円）×0.1

（給与等の収入金額が1,000万円を超える場合は、計算上使用
する給与等の収入金額は1,000万円）
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障 が い 者 控 除 がい がい

（特別障がい者で、同居を常況としている配偶者を含む）
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障 が い 者 控 除 がい がい

特別障がい者を含む）１人につき
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（県税）

令和5年度の住民税（県民税・市町村民税）を計算してみましょう。
納税者 : 正社員
配偶者 : 家庭内家事労働者（収入なし）
子 :２人（高校３年生、中学３年生）

前年（令和４年）の

４

11

県税のしおり



（県税）

令和5年度の住民税（県民税・市町村民税）を計算してみましょう。
納税者 : 正社員
配偶者 : 家庭内家事労働者（収入なし）
子 :２人（高校３年生、中学３年生）

前年（令和４年）の

４
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法人の区分
税率

平成26年10月１日以後
令和元年９月30日まで
に開始する事業年度

令和元年10月１日以後
に開始する事業年度

均等割
（※１）

１．イ　公共法人及び公益法人等

ロ　人格のない社団等

ハ　一般社団法人及び一般財団法人（いずれも非営利
型法人を除く）

ニ　資本金の額または出資金の額を有しない法人
（保険業法に規定する相互会社及びイからハまで
に掲げる法人を除く）

ホ　資本金等の額（※2）を有する法人で資本金等の
額が１千万円以下である法人

年額 21,000円

２．資本金等の額が１千万円を超え１億円以下である法人 年額 52,500円

３．資本金等の額が１億円を超え10億円以下である法人 年額136,500円

４．資本金等の額が10億円を超え50億円以下である法人 年額567,000円

５．資本金等の額が50億円を超える法人 年額840,000円

法人税割 法人税額×4.0％（3.2％）
（※３）

法人税額×1.8％（1.0％）
（※３）

（※1）　平成20年4月1日以後に開始する事業年度分から「森林環境税」導入後の均等割税率が適用されます。
（森林環境税については P.17をご覧ください。）

（※2）　「資本金等の額」とは、法人税法第2条16号に規定する資本金等の額又は令和2年改正前法人税法第2条第17号の2に
規定する連結個別資本金等の額（連結個別資本金等の額については、令和4年3月31日までに開始する事業年度に限る。）
です。なお、保険業法に規定する相互会社にあっては純資産額として政令で定めるところにより算定した金額です。
ただし、平成27年4月1日以後に開始する事業年度から、「資本金等の額」は、無償増資、無償減資による欠損填補を行い
地方税法第23条第1項4号の2の規定に該当する場合は、調整後の金額となります。また、この金額が「資本金の額及び資
本準備金の額の合算額」に満たない場合は、「資本金等の額」は「資本金の額及び資本準備金の額の合算額」となります。

14

FUKUOKA



(※) 通算法人の残余財産の確定の日が通算親法人の事業年度終了の日である場合、その事業年度終了の日から２月以内

(※) 通算法人の場合は、通算子法人の事業年度開始の日の属する通算親法人の事業年度が６ヶ月を超え、かつ、
当該通算親法人事業年度開始の日以後６ヶ月を経過した日において通算親法人との間に通算完全支配関係があ
る法人

（※3）法人税割の税率の特例措置
　昭和51年2月1日から令和9年1月31日までの間に終了する事業年度分の法人税割額は、以下に掲げる法人で、そ
の課税標準となる法人税額（※）が年1千万円以下である場合、特例措置があります。ただし、法人課税信託の引受け
を行うものには適用しません。
①資本金の額または出資金の額が1億円以下の法人（特定目的会社を除く）
②資本または出資を有しない法人（保険業法に規定する相互会社を除く）
③人格のない社団等

〈特例措置の税率〉
平成26年10月1日以後に開始する事業年度「法人税額×3.2%」
令和元年10月1日以後に開始する事業年度「法人税額×1.0%」

（※）2以上の都道府県に事務所または事業所を有する法人については、関係都道府県に分割する前の法人税額です。

　平成26年度税制改正により、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るため、法人県民税法人税割
の税率を5.8％から4.0％に引き下げるとともに、地方法人税（国税）が創設され、その税収全額を地方交付税の原資と
することとされました。
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(※) 通算法人の残余財産の確定の日が通算親法人の事業年度終了の日である場合、その事業年度終了の日から２月以内

(※) 通算法人の場合は、通算子法人の事業年度開始の日の属する通算親法人の事業年度が６ヶ月を超え、かつ、
当該通算親法人事業年度開始の日以後６ヶ月を経過した日において通算親法人との間に通算完全支配関係があ
る法人
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